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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本論文は、広域中心都市･仙台が「人口減少の進行が予想される中、都市特性を生かした交
流人口施策をいかに展開すべきか」という問題意識から人口・観光・交流データの分析を行い、
先行研究における理論的課題の実証と政策実務に向けた示唆を得ることを目的としている。研
究は4章構成で、それぞれ「人口減少と交流人口（地方創生と人口施策）、観光を巡る状況（観
光行動）、仙台市の都市特性（都市個性とイメージ）、交流人口施策の方向性（交流人口の再定
義）」を扱った。 
まず第1章では、各種の人口定義を再整理し、国勢調査・人口移動報告等から全国動態と仙
台市人口ビジョンや総合計画2020等にみる市の人口施策を概観し、「訪問価値から滞在価値を
高める方向への政策転換」の萌芽を確認している。次に第2章では、携帯位置情報のビッグデ
ータや居住地別宿泊者データの分析を通じて、仙台市を着地とする発地別来訪目的や滞在時
間・場所等の特徴を整理し、東北域内外からの発地に応じて大きく観光･来訪の目的や滞在実
態が異なることを示した。第3章では、「政令指定都市の中核性、市町村活力（成長･衰退分類）、
地方都市の風格」等を扱った先行研究を踏まえて、経済センサス等による現況と総合計画が掲
げる都市像の変遷を整理した上で、「地域ブランド調査や仙台市観光客動態調査」を通じて、都
市特性の比較評価を行い、都市イメージの2面性（対東北とその他地域）をコレスポンデンス分
析により浮き彫りにした。第4章では、仙台関連情報を継続的に入手（情報誌に登録･購読）して
いる市外居住者を対象にアンケートを実施して、彼らが求めている情報内容と実際の訪問頻
度・目的にも、県内・東北と関東･その他で大きな違いが存在することを（再）発見し、これらを踏
まえた政策提言として、来訪者に対する参画機会の提供や来訪目的に応じた交流促進策のあ
り方を整理している。 
各章とも、必ずしもデータ分析が十分な深みをもって体系的には行われていない点や、過去の政
策選択の帰結がどのように現状に連なっているのか等の歴史的考察に欠ける点、インバウンド依存の
見直しを迫った新型コロナウィルスの短期・長期的影響と交流人口の関係など、残された課題も多い。
しかし、独自のアンケート調査を通じた来訪者の属性と行動に関する新たな知見も得ており、これから
の交流人口政策を考えるための重要な成果であると評価できる。以上のことから、博士（経済学）の学
位を授与するに相応しい内容であると判断する。 
